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日本の将来推計人口（令和5年推計）

• 将来の出生、死亡および国際人口移動について仮定を設け、
これらに基づいて日本全域の将来の人口規模および年齢構
成等の人口構造の推移について推計を行ったもの。

• 国立社会保障・人口問題研究所が最新の国勢調査の結果に
基づき、５年に１度実施。

• 最新の推計は、令和２年国勢調査に基づき2023年４月２６
日に公表された「令和５年推計」。旧人口問題研究所を含
め、社人研が公表した第１６回目の推計 (第1回は昭和30年
推計）。

• 公的年金制度の財政検証（厚労省）、「中長期の経済財政
に関する試算」(内閣府）、労働力需給の推計（JILPT)、社
人研の「日本の地域別将来推計人口」「日本の世帯数の将
来推計（全国推計）」等の基礎データとして活用。

2



日本の将来推計人口（令和5年推計）

• 将来の出生、死亡等の推移の不確実性を考慮し、複数の投影水準
による仮定を設け、複数パターンの推計を行い、将来の人口推移
について一定幅の見通しを与えている。

• 推計の対象は、外国人を含む日本に常住する総人口で、国勢調査
の対象と同一。推計の期間は、令和２(2020)年国勢調査を出発点
として、2021年から2070年までとし、各年10月１日時点の人口を
推計する。なお、2120年までの人口（各年10月１日時点）につい
ても計算し、参考として附した。

• 推計の方法は、国際的に標準とされる人口学的手法に基づいてお
り、人口変動要因である出生、死亡、国際人口移動について、そ
れぞれの要因に関する統計指標の実績の動向を数理モデル等によ
り将来に投影する形で男女年齢別に仮定を設け、それらを基点の
人口に適用して1年後の人口を推計するコーホート要因法により
将来の男女別年齢別人口を推計。
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将来推計人口の役割と考え方

• 公的将来推計人口は、様々な分野の将来計画において、共通する人口基礎資料とし
て利用される。従って、客観性、中立性、透明性、不確実性の幅の提示が必要。

• 人口投影（projection）という考え方に基づき、コーホート要因法により将来人口
を推計。

• 出生、死亡、移動等の過去から現在に至る傾向、趨勢に基づき仮定設定を行う。

• なぜ、社会経済要因を入力値にしないのか？

• 社会経済要因の過去の趨勢①は、観測された人口

学的データ②に反映。

• 将来人口推計③は、②を投影することによって行

われるため、社会経済要因の過去から基準時点に

至る趨勢を織り込んだものとなっている。

• 一方、基準時点以後に起きうる社会経済の構造的

変化や新たな政策の効果などは織り込まれないこ

とになるが、これらを科学的・定量的に正確に描

く方法は存在しない。

• また、将来人口を入力値として、社会経済環境の

将来推計が行われており、それを踏まえて、必要

な政策が実施されることになる。

②人口変動
要因の趨勢

③人口変動

①社会経済
環境・政策
の変化 将

来
推
計
人
口
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令和5年推計の手法と仮定設定
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新将来人口推計の基本推計枠組みと基準人口

◎ 基本推計の枠組み （コーホート要因法による人口投影）

・ 推計期間：2021～2070年 （50年間）

・ 対象：外国人を含め、日本に常住する総人口(国勢調査の対象と同一定義)

・ 属性分類：男女・年齢（0～104歳各歳、105歳以上一括）

※ 令和2 (2020)年までの実績データに基づき推計を行う。

（ただし、2021年の実績、および2022年の月別データ等を参考とする）

◎ 基準人口

・ 総務省統計局『令和２年国勢調査 参考表：不詳補完結果』による

令和2(2020)年10月１日現在男女年齢各歳別人口（総人口）
※  総務省統計局が年齢、国籍（日本人・外国人の別）、配偶関係の集計結果（原数

値）に含まれる「不詳」をあん分等によって補完した「不詳補完値」 を令和2年国勢
調査による基準人口（令和2年10月１日現在）とした。

※ このほか参考推計として、「長期参考推計」 (長期の人口推移分析の参考とするため2071～2120年を推計したもの) 、将
来の人口動態率を連続的に観察するための「日本人人口参考推計」ならびに出生、国際人口移動について条件を機械的に変
化させた際の将来人口の反応を分析するための定量的シミュレーションとして「条件付推計」（感応度分析）を実施。
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将来人口推計の仮定設定

(1) 出生の仮定 － 将来各年次における

国籍(日本人・外国人) ･ 出生順位(１子～４子以上)･

年齢(各歳)別出生率（中位・高位・低位3仮定）および 出生性比

(2) 死亡の仮定 － 将来各年次における

男女・年齢(各歳)別、生命表(生残率)（中位・高位・低位3仮定）

(3) 国際人口移動の仮定 － 将来各年次における

国籍(日本人・外国人) ･ 男女･ 年齢(各歳)別、入国超過数 (率) (1仮定)

※ 以上のほか、男女・年齢（各歳）別国籍異動率等に関する仮定を用いる。
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出 生 の 仮 定

◎ 日本人人口、外国人人口別、年齢別出生率の把握と投影

◎ 参照コーホート（2005年生まれ、推計時点で15歳）に対し、

要因別投影で出生力水準を設定

◎ 出生年齢パターンモデル ― 拡張リー・カーター・モデル
（特異値分解を用いたセミパラメトリックモデル。死亡率仮定設定に
用いられるリー・カーター・モデルをコーホート年齢別出生ハザード（出生順
位別）に適用したもの）

◎ コーホート年齢別出生率を期間出生率に変換
※ 令和5年推計では、2020～2022年のコロナ感染期の初婚減・出生減の

将来への影響を外挿。

※ 外国人の出生年齢パターンは最新5年平均で固定。

※ 母外国人から日本国籍児が生まれる年齢別割合は最新5年平均で固定。

※ 出生性比は最新5年で固定。
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算定式によって参照コーホートの
合計出生率を求め、完結コーホート

以降の推移を決める

？
出生年齢パターンの

将来への投影
推計時点で15歳

推計時点で50歳
推計時点で15歳

推計時点で50歳

出生途上のコーホートの
年齢別出生率を求め、
期間の年齢別出生率に
組み替えて、年次別の
出生仮定値を得る

※ 2020〜2022年に観察されている、婚姻・出生の落ち込みとその影響は別途
見込み、仮定値に反映させる。

参照コーホートの出生力の仮定設定
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長期の仮定設定
参照コーホートの出生仮定設定の考え方

（コーホート合計出生率算定式）

結婚する女性の割合

夫婦の最終的な
平均出生子ども数

離死別、再婚の影響度

初
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出生動向基本調査人口動態統計国勢調査
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50歳時未婚者割合50歳時未婚者割合

期待夫婦完結出⽣児数

結婚出⽣⼒変動係数

離死別再婚効果係数

コーホートの合計特殊出⽣率は、以下のような変動要素によって構成される。将来推
計に際しては、各要素の実績値推移の投影を⾏い、参照コーホートの各要素の値を求め
ることによって、そのコーホート合計特殊出⽣率を求め、⻑期仮定として設定する。
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コーホートの年齢別出生率の動向（実績はコロナ影響以前（2020年まで））
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期待夫婦完結
出生児数

結婚出生力
変動係数

実績値
(1970年生まれ）

15.0 27.2 1.83 1.88 0.972 0.965 0.969 1.45

中位の仮定
(2005年生まれ）

19.1 28.6 1.71 1.76 0.969 0.966 0.963 1.29

高位の仮定
(2005年生まれ）

13.4 28.1 1.91 1.80 1.062 0.966 0.970 1.55

低位の仮定
(2005年生まれ）

25.6 29.0 1.54 1.73 0.892 0.966 0.959 1.07

コーホート
合計特殊出生率

(日本人女性出生率)
仮定の種類

50歳時
未婚者割合

(%)

平均
初婚年齢

(歳)

夫婦完結
出生児数

離死別
再婚効果係数

調整係数

コーホー
ト合計特
殊出生率

夫婦完結出生児数および離死別再婚効果係数の算出にあたっては標本調査を利用する必要があり、その結果、人口動態統計に基づく実績値と
の乖離がわずかに生じる。この乖離を調整する係数（調整係数）を乗じることで、人口動態統計によるコーホート出生力指標との整合性を
図っている。

実績および参照コーホートの算定式要素およびコーホート合計特殊出生率

無子 1人 2人 3人 4人以上

実績値
(1970年生まれ）

1.45 27.9 18.7 37.3 12.6 3.5

中位の仮定
(2005年生まれ）

1.29 33.4 19.4 34.6 10.6 2.0

高位の仮定
(2005年生まれ）

1.55 24.6 19.2 37.4 14.4 4.5

低位の仮定
(2005年生まれ）

1.07 42.0 18.8 30.8 7.4 0.9

仮定の種類
コーホート

合計特殊出生率

出生児数分布（％）

50歳時既婚
者割合

初婚の年齢
パターン

初婚年齢別
出生確率

離死別・再
婚効果

結婚出生力
変動係数

期待夫婦完結出生児数

夫婦完結出生児数
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夫婦完結出生児数および離死別再婚効果係数の算出にあたっては標本調査を利用する必要があり、その結果、人口動態統計に基づく実績値と
の乖離がわずかに生じる。この乖離を調整する係数（調整係数）を乗じることで、人口動態統計によるコーホート出生力指標との整合性を
図っている。

実績および参照コーホートの算定式要素およびコーホート合計特殊出生率

無子 1人 2人 3人 4人以上

実績値
(1964年生まれ）

1.63 22.6 16.1 40.9 16.4 4.0

中位の仮定
(2000年生まれ）

1.40 31.6 17.9 33.7 12.8 4.0

高位の仮定
(2000年生まれ）

1.59 24.2 17.8 37.7 15.4 4.9

低位の仮定
(2000年生まれ）

1.21 39.2 17.3 29.6 10.6 3.2

仮定の種類
コーホート

合計特殊出生率

出生児数分布（％）

期待夫婦完結
出生児数

結婚出生力
変動係数

実績値
(1964年生まれ）

12.0 26.3 1.96 2.03 0.963 0.959 0.945 1.63

中位の仮定
(2000年生まれ）

18.8 28.6 1.79 1.87 0.957 0.955 0.960 1.40

高位の仮定
(2000年生まれ）

13.2 28.2 1.91 1.91 1.000 0.955 0.960 1.59

低位の仮定
(2000年生まれ）

24.7 29.0 1.68 1.85 0.909 0.955 0.960 1.21

コーホート
合計特殊出生率

(日本人女性出生率)
仮定の種類

50歳時未婚率
(%)

平均初婚年齢
(歳)

夫婦完結
出生児数

離死別
再婚効果係数

調整済み離死別
再婚効果係数

平成２９年推計

平成２９年推計

50歳時既婚
者割合

初婚の年齢
パターン

初婚年齢別
出生確率

離死別・再
婚効果

結婚出生力
変動係数
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将来投影されたコーホート合計特殊出生率
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※ 新型コロナの影響含まず
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コーホート出生ハザードの拡張リー・カーター ・モデル
(ハザード水準の統制項を入れた特異値分解第ρ成分までを利用する
出生順位別モデル）

𝑐年出生コーホートの満𝑥歳出生ハザード
平均的な年齢別出生ハザード対数値（ベースライン）
第iのコーホート出生の変化の特徴

が変化するときの年齢別出生ハザードの変化率

ൌ log − log 1 −𝑓௫,௫ൌ log − log 1 − 𝐹

kc,i

bx,i kc,i

𝐻𝑐 ൌ logℎ௫,௫

Hc 出生ハザード⽔準の統制項。出生順位別合計特殊出生率（Fc)を統制する役割

第iの
特異値分解による

利用する特異値・特異ベクトルの数。本推計では全出生順位で、ρ=3とした。ρ
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例
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年齢別出生率の実績値とモデル値

注：1971〜1985年コーホートの未経験部分は隣接コーホート
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コーホート年齢別出生率の期間指標への組み替え

仮定されたコーホート別、年齢別出生率を組み替えて年次別年齢別出生率を得る。これが出生率の仮定値となる。

コーホート別年齢別出生
率の推計結果

期間年齢別出生率の将来
仮定値(2021〜）

完結コーホート
（1970年生まれ）

参照コーホート
(2005年生まれ）
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コーホート年齢別出生率を期間年齢別出生率に組み替え
（新型コロナ感染拡大の影響を加味しない場合）
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期間の合計初婚率および出生順位別出生率

出生率は2015年以降低迷している。第1子に続き、第2子が低下している。初婚率は新型コロナ感染が始まった2020年以降、
大きく落ち込んでいる。

※ 将来値は平成29年推計中位仮定
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注：第n子出生の有効リスク人口は、9年以内前年までに生まれた第n-1子の合計（第ｎ
子リスク人口）に、調査データから求めた前子からの経過期間別当該出生の出生確率
を重みとしてかけたもの。対象時期の出産適齢期の情報が得られる出生動向基本調査
の調査回のデータを利用した。有効リスク人口の2023年実績は、前事象の2022年の見
込み実績まで用いて算出。

推計された有効リスク人口𝑬𝒕𝒏 の推移 出生数の実績の推移
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同調

新型コロナウイルス感染拡大期の初婚減・出生減が短期的出生数
に与える影響

• 新型コロナウイルス感染拡大のあった2020年〜2022年には、初婚数と出⽣数の突発的減少が観察された。
• 第１子は初婚者が、第ｎ子はn-１子出⽣者がリスク人口となるため、リスク人口の減少は将来の出⽣数を抑

制すると予想される。
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次子の有効リスク人口の推計と次子出生予測モデル

• 前子出⽣者の次子出⽣確率は、前子出⽣からの経過年によって異なる。そこで出⽣動向基本調査による前事
象からの経過年別出⽣確率をリスク人口の重みに⽤いた有効リスク人口を予測変数とし、将来の出⽣数を推
計。

• 第n子をn-1子出⽣者（有効リスク人口）で予測するモデルを考え、2020〜2022年の初婚減、出⽣減がな
かった場合とあった場合の予測出⽣数の差を係数で表し、コロナ前の実績値の投影で求めたモデル値に乗じ
て、仮定値を算出した。

t年第ｎ子出⽣数の予測式（単回帰モデル）𝐵௧ = 𝛼 + 𝛽𝐸௧ + 𝜀௧𝐸௧ = 𝐵௧ିଵି௦ିଵ଼
௦ୀ 𝑤௦

Bt
n︓第n子、t年の出⽣数（人口動態統計）

t︓年次
n︓出⽣順位、初婚(n=0)、出⽣(n=1〜4）
w︓前事象からの経過年s年の出⽣率(1年未満〜8年未満、8年以上)(出⽣動向基本調査)
αn︓第n子モデルの切⽚
βn︓第n子モデルの傾き
Et

n︓第n子、t年の有効リスク人口 （重み付き前事象経験人口）

y = 0.9375x - 22075

R² = 0.9601
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有効リスク人口（左）と予測出生数（右）
コロナ禍の実績を用いて推計した結果とコロナ禍がなかったものとして推計
した結果

コロナ禍の実績を用いて推計した有効リスク人口は、第1子リスク人口が最
初に落ち込み、その後時間差で高順位出生の有効リスク人口が落ち込む。
影響は20年以上にわたる。これによって推計される出生数も同様に時間差
で落ち込みが見られる。
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0

10

20

30

40

50

60

70

2
00

0

2
00

5

2
01

0

2
01

5

2
02

0

2
02

5

2
03

0

2
03

5

2
04

0

2
04

5

2
05

0

2
05

5

初
婚

数
／

出
生

数
(万

)

年次

実績 初婚 実績 第1子

実績 第2子 実績 第3子

実績 第4子以上

コロナ禍がなかった場合の推計

コロナ禍があった場合の推計

初婚のみコロナ禍が

あった場合の推計

25



コロナ禍における初婚減(左)と出生減(右)
コロナ禍における初婚減と出生減による

構造変化がもたらす、その後の逸失出生数

コロナ禍直前までの初婚数、出生数および直近の結婚経過年別出生率に基づく「コ
ロナ禍がなかった場合に期待される数」に対し、2020～2022年のコロナ禍による初
婚減と出生減、そして、それがもたらすのその後の逸失がどの程度かを推計。
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初婚の落ち込みの翌年から第1子が落ち
込み、その後、第2子、第3子、第4子と時
間差をおいて落ち込みが見られる。
高順位ほど影響を受ける期間が長い。
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2種類の出生数を推計し、その差分から
コロナ禍効果（逸失割合）を求めた
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令和5年推計では、コロナ禍以前の実績データまでを用いて、出生率の長期
的水準の仮定を設定したが、短期的には、本報告で示したコロナ禍による
縮減効果を織り込んで期間出生率の中位仮定値を設定した。
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    ൫合計特殊出生率൯ =  ቆ日本人女性の

出生数
ቇ + ቌ外国人女性の生んだ

日本国籍児の数
※

ቍ
൫日本人女性人口൯

15～49 歳合計

 

厚生労働省「人口動態調査」による合計特殊出生率の定義

※外国人女性の生んだ日本国籍児とは、日本人を父とする児である。

厚生労働省「人口動態調査」と同定義の合計特殊出生率は、推計結果として得られ
る日本人女性の出生数および外国人女性の生んだ日本国籍児出生数から求める。

←日本における日本人の出生数
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出生仮定

• 参照コーホートに向けて、平
均初婚年齢と50歳時未婚者割
合の上昇が進み、コーホート
合計特殊出生率（日本人女
性）は1970年生まれの1.45か
ら2005年生まれの1.29に（前
回（平成29年）推計における
2000年生まれは1.40）。

• 「人口動態調査」と同定義の
期間合計特殊出生率は2020年
の1.33から2070年に1.36に
（前回推計は2065年1.44)。

人口動態調査と
同定義

(日本人女性)
人口動態調査と

同定義
(日本人女性)

人口動態調査と
同定義

(日本人女性)
人口動態調査と

同定義
(日本人女性)

1.36 1.30

1.33 (1.31) 1.36 (1.29) 1.44 (1.40)

1.64 1.55

1.33 (1.31) 1.64 (1.55) 1.65 (1.59)

1.17 1.15

1.33 (1.31) 1.13 (1.07) 1.25 (1.21)

仮
定
の
種
類

出生仮定指標
（日本人女性）

合計特殊出生率

中
位
の
仮
定

(1)平均初婚年齢 27.2 歳 →

(5)コーホート合計特殊出生率 →

仮　定

2005年生まれ
の世代

（参照ｺｰﾎｰﾄ）

令和２(2020)年
実 績

経  過 令和52(2070)年

1.23 1.20
1.291.45

(4)離死別再婚効果 0.965 →

平成29年推計

現在の実績値

1970年生まれ
の世代

令和16
(2034)年

(2)50歳時未婚者割合 15.0 ％ → 19.1 ％

28.6 歳
最高値

令和52
(2070)年

令和47(2065)年

(3)夫婦完結出生児数 1.83 人 → 1.71 人

令和5
(2023)年

最低値

令和5
(2023)年

(4)離死別再婚効果 → 0.966

(2)50歳時未婚者割合

1.55(5)コーホート合計特殊出生率 →

0.966

(1)平均初婚年齢 → 28.1 歳

→ 13.4 ％

(3)夫婦完結出生児数 → 1.91 人

(4)離死別再婚効果 → 0.966
令和33

(2051)年

低
位
の
仮
定

(1)平均初婚年齢 → 29.0 歳

→ 25.6 ％

(3)夫婦完結出生児数 → 1.54 人

最高値

令和3
(2021)年

令和3
(2021)年

(2)50歳時未婚者割合

1.09
(5)コーホート合計特殊出生率 →

人

同上

同上

最高値

令和52
(2070)年

令和37
(2055)年

1.37 1.35

1.07
1.07

令和5
(2023)年

令和5
(2023)年

最低値

人

人

人

令和5
(2023)年

最低値

コーホート合計特殊出生率の算定にあたっては、標本調査を含む実績値と人口動態統計に基づく実績値との整合性を図るための係数を乗じている。1970年コーホートの調整係数は
0.969、参照コーホートの調整係数は中位0.963、高位0.970、低位0.959となっている。

高
位
の
仮
定

日本人女性の出生の仮定

低下上昇
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外国人女性の年齢別出生率の仮定

国家間の移動が多い外国人女性の出生率に対しては、コーホート出生率法による将来推計
は適さないため期間出生率法を採用。2021年は実績値を外挿し、2022年以降は2016～2020
年の母の年齢別出生率の平均値を固定し中位仮定として用いた。

また、日本人女性の出生率における中位仮定、高位仮定、低位仮定の相対比を外国人女性
の出生率にも適用することで、高位仮定と低位仮定を得た。
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（参考）諸外国における本国生まれ、外国生まれ別に見た合計特殊出生率および外国生まれ人口の割合(2014～
2019年平均)（日本については国籍別集計）

諸外国については、Bagavos(2022) Demographic Reserach,Vol46/7 におけるEurostatデータに基づく算定値。

国全体の合計特殊出生率はHuman Fertility Database における2014～2019年の平均。
日本については人口動態統計に基づく国籍別集計値、および総人口女性に対する日本における出生の合計特殊出生率の2014～2019年の平均。
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※日本についての分類は、日本国籍、外国籍の別
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